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１  はじめに 

 

本市では、昭和 50年代前半から社会資本整備を集中的に行ってきたことなどによる地

方債残高の累増により公債費が激増し、平成 15年度からは多額の財源不足が生じる見込

みとなっていました。このため、「長井市行財政改革大綱」及び「長井市行財政改革推進

実施計画」、これらの計画と連動する「長井市財政計画」などを策定し、財政の健全化に

取り組みました。この取り組みにより、公債費のピークの時期は乗り切ることができた

ものの、平成 19年度予算においては、歳入の伸びが期待できない中、公債費の高止まり

や社会保障関係経費の増嵩などから多額の財源不足が想定されたため、特定目的基金か

らの繰り入れを計画し、最終的に 1 億 6,000 万円を繰り入れることによりこの財源不足

を補てんしてきました。 

このような経過を踏まえ、本市では平成 19 年度を「財政危機脱出元年」と位置づけ、

平成 17 年度に策定した「長井市自立計画」及び「長井市行財政改革推進実施計画 2006

～集中改革プラン～」の見直しを行い、より一層の財政健全化に取り組んできました。

この結果、平成 19 年度末に 562 万円となっていた財政調整基金残高は、平成 25 年度末

では 10億 9,821万円となり、財源の年度間調整等の機能を回復することができました。 

今後の財政状況を展望すると、歳入においては、アベノミクス効果による景気の回復

基調がみられ、個人市民税、法人市民税で復調の兆しがみられるものの、固定資産税に

ついては今後も減収傾向が続くと見込まれます。また、地方交付税（通常収支分）につ

いては、平成 27年度地方財政対策において、交付税の原資となる所得税、法人税、消費

税、たばこ税及び酒税の法定率分 13 兆 3,013 億円のみでは賄えず、平成 26 年度からの

繰越金や国の一般会計からの加算措置等の臨時措置分 3 兆 4,535 億円を加算せざるを得

ない状況となっており、交付税特別会計が抱える 33 兆円を超える債務の存在とあわせ、

今後の見込みについて注視する必要があります。歳出においては、公共下水道事業特別

会計への繰出金の減少が見込まれる一方、公債費の増加、社会保障関係経費の自然増が

懸念されます。また、投資的経費については、都市再生整備計画事業に引き続き取り組

むとともに、小中学校の大規模改修をはじめ、市役所庁舎の改築、あやめ公園（運動公

園を含む）の整備等に取り組むものとしていますが、財政状況を勘案するとすべての事

業の実現は難しく、有識者や市民の代表による検討委員会などでの検討が必要になりま

す。 

計画期間中の各種財政指標については、実質公債費比率や経常収支比率などの指標が

悪化傾向にあり、地方債現在高においても増加が見込まれるなど、今後の財政運営に留

意する必要があります。 

この「長井市財政の中期展望」は、現行の実施計画などに基づいて施策を実施する場

合の収支の状況を示すことにより、今後の行財政運営の参考とし、また、各種計画等を

見直す場合の指針とするものとして策定しています。 
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２  試算の前提条件 

  (1)  試算する会計 

試算は、一般会計を対象としています。 

 

  (2)  試算の期間 

試算の期間は、平成 27年度から平成 31年度までの 5年間としています。 

 

(3)  推計の方法 

   各課等からの試算に基づき推計しています。なお、平成 28年度以降は、財政調整

基金及び減債基金からの繰り入れについては行わないものとして推計します。 

主な歳入歳出の推計方法は以下のとおりです。 

  

歳 入 

① 市税 

固定資産税及び都市計画税を除く市税については、生産年齢人口の推移、税制改

正による影響額などを勘案し推計します。固定資産税及び都市計画税については、

現在の地価の状況等を加味し推計します。 

   ② 交付金 

    利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、自動車取得税交付金及

び交通安全対策特別交付金については、平成 27 年度当初予算と同額で推計します。

地方消費税交付金については、地方税法の改正に伴う影響を加味して推計します。 

  ③ 地方交付税 

   普通交付税については、地方財政対策で示された枠組みに基づき、平成 21年度に

行われた国の一般会計による特例措置（地方負担分の肩代わり分）に係る精算や繰

り延べられていた交付税特別会計借入金の償還などを勘案し、これら特例措置の交

付税総額に対する割合により当市の増減額分を推計します。基準財政需要額の事業

費補正、密度補正及び公債費については、個別に加減算して推計します。また、平

成 27年度に実施される国勢調査の影響を見込みます。 

   特別交付税については、現行の交付税総額の 6％が、平成 28 年度以降は 5％に引

き下げられるものとして推計します。 

   ④ 国・県支出金 

   計画期間内に実施が予定されている事務事業に連動して推計します。 

   ⑤ 市債 

   各年度に実施を予定している投資的経費について、現行の充当率で算定します。

臨時財政対策債については、今後も制度が継続されるものと仮定し推計します。 

   ⑥ その他の歳入 

   各年度の事業費の動向や過去の決算額の推移などを参考に推計します。 
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 歳 出 

   ① 人件費 

   職員人件費については、定員適正化計画に基づき、業務に応じた人員を確保する

ものとして推計します。 

   ② 扶助費 

   平成 27年度当初予算をベースとした各課の試算を集計します。 

③ 公債費 

   既に発行している市債の元利償還金及び今後の投資的経費の財源とするために発

行する市債、臨時財政対策債の元利償還金を推計します。なお、借換え及び繰上償

還に係る経費は見込まないものとします。 

④ 投資的経費 

   各事業課等からの試算を集計します。都市再生整備計画に基づく事業、小中学校

における大規模改修、市役所庁舎の改築、あやめ公園（運動公園を含む）整備等の

大規模事業を含めた投資的経費を計上しています。 

⑤ その他の歳出 

   基本計画の実施計画及び平成27年度当初予算に基づく各課の試算をベースに推計

します。 
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３  財政収支の見通し                        （単位：千円） 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

歳 
 
 
 

入 

市 税 3,179,283 3,215,970 3,180,460 3,147,150 3,108,900 

地 方 譲 与 税 151,201 151,201 151,201 151,201 151,201 

交 付 金 494,800 507,317 576,070 576,070 576,070 

地方特例交付金 9,200 9,200 9,200 9,200 9,200 

地 方 交 付 税 4,150,000 3,998,000 4,047,600 4,061,212 4,087,836 

国 ・ 県 支 出 金 2,809,897 2,462,731 2,158,113 2,011,363 2,044,294 

市 債 1,409,200 1,316,772 2,366,154 2,106,284 1,194,195 

うち臨時財政対策債 460,700 442,272 423,254 403,784 383,595 

そ の 他 1,388,849 758,509 772,183 768,768 768,195 

計 13,592,430 12,419,700 13,260,981 12,831,248 11,939,891 

歳 
 
 
 

出 

人 件 費 2,228,575 2,227,118 2,203,864 2,207,037 2,187,811 

扶 助 費 2,179,347 2,187,725 2,240,574 2,243,574 2,246,074 

公 債 費 1,035,442 1,061,061 1,100,347 1,180,301 1,240,140 

物 件 費 1,791,768 1,723,644 1,672,563 1,687,012 1,714,751 

補 助 費 等 1,797,890 1,770,520 1,742,360 1,762,033 1,792,457 

繰 出 金 1,811,738 1,785,392 1,772,310 1,752,312 1,685,135 

投 資 的 経 費 2,082,773 1,800,034 2,956,230 2,500,487 1,341,406 

そ の 他 664,897 659,074 656,365 654,134 656,829 

計 13,592,430 13,214,568 14,344,613 13,986,890 12,864,603 

歳 入 － 歳 出 0 △  794,868 △ 1,083,632 △ 1,155,642 △  924,712 

※平成 27年度については、平成 26年度からの繰越明許予定額を加算しています。 

 

４  財政調整基金等の残高                                              （単位：千円） 

 財 政 調 整 基 金 減 債 基 金 合   計 

平成 27年 3月 31日現在見込高 1,000,535 51,635 1,052,170 

 

５  各種指標等の見通し（普通会計ベース） 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

財 政 力 指 数 0.436  0.443  0.450 0.453 0.449  

経常収支比率（％） 94.9  98.3 97.8 99.3 99.9  

実質公債費比率（％） 11.9  11.8 12.2 12.4 12.5  

将来負担比率（％） 130.7  134.3 139.6  142.6 144.2  

地方債現在高（千円）  12,121,397   12,526,988   13,949,834  15,060,889  15,228,004  

うち臨時財政対策債等  (5,178,849)   (5,293,643) (5,356,980)  (5,393,716) (5,387,812) 

注１： 実質公債費比率は、前 3ヵ年の決算見込値の平均値 

注２： うち臨時財政対策債等には、臨時財政対策債のほか臨時税収補填債、地方税減税補填債を計上して 

います。これらについては、後年度、地方交付税制度により全額手当てすることとされています。 


